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土地売買取引等を手段として、詐欺又は暴
利行為の共同不法行為により損害（いわゆる
原野商法の二次被害型）を被った原告が、そ
の取引に係る重要事項説明書等に宅地建物取
引士としての記名押印がある被告に対し、不
法行為に加担し、又は幇助した共同不法行為
に基づく損害賠償を請求したが、否認された
事例

1 　事案の概要

原告Ｘは、平成30年4月から平成31年3月
までの間に、土地売買代金名目等で金を騙し
取る詐欺又は価値のない土地を高値で売りつ
ける暴利行為（本件不法行為）により、ａ社
から2950万円の損害を被った。

Ｘは、ａ社からＸに交付された重要事項説
明書と売買契約書（本件重要事項説明書等）
に、宅地建物取引士としての記名押印がある
被告Ｙに対し、本件不法行為につき加担者又
は幇助者として共同不法行為者の責任を負う
として、1000万円を請求する本件訴訟を提起
した。

（Ｘの主張）
Ｙは、ａ社の従業員かつ専任の宅地建物取

引士であり、宅地建物取引士として本件重要
事項説明書等に記名押印している者である
が、実際には、Ｘに対して重要事項説明を行
うことなく、ａ社と共謀してあたかも重要事
項説明をしたかのように偽装をしてＸに契約
を締結させ、本件不法行為に加担したもので
あるから、本件不法行為につき共同不法行為

者としての責任を負う（民法７１９条１項）。
仮に、名義貸しをしただけで、積極的に本

件不法行為に加担していなかったとしても、
専任や取引の宅地建物取引士として、専門家
の資格を貸すことで、宅地建物取引業の免許
をａ社に取得させたり、宅地建物取引士の関
与する取引であるとＸに信じさせたりして、
本件不法行為を容易にしているのであるか
ら、過失による幇助者として共同不法行為者
の責任を負う（同法同条２項）。

（Ｙの主張）
Ｙは、ａ社の従業員ではなく、専任の宅地

建物取引士でもない。名義貸しもしておらず、
宅地建物取引士の名義はａ社が不正に使用し
たものである。したがって、Ｙは、本件不法
行為につき共同不法行為者の責任を負わな
い。

2 　判決の要旨

裁判所は、次のとおり判示し、Ｘの請求を
棄却した。

Ｙは、ａ社が宅地建物取引業の免許を取得
するに当たり、Ｙを専任の宅地建物取引士と
して申請することを承諾したのであるが、ａ
社が免許を取得した平成29年11月10日の１～
２週間ほど後にａ社の代表者Ａから連絡を受
けた際に、ａ社への入社を辞退し、Ａもこれ
を受け入れたのであるから、Ｙがａ社の従業
員であったとも、実際にａ社の専任の宅地建
物取引士であったとも認めることはできず、
また、Ｙがａ社に対し、その事業の開始後に
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宅地建物取引士としてＹの名義を使用するこ
とを許諾した事実を認めることもできない。

また、Ｙがａ社に対しＹを専任の宅地建物
取引士として免許の申請をすることに承諾を
与え、その後ａ社に入社の辞退を告げるまで
の間に、将来ａ社が別件訴訟で請求原因とさ
れた詐欺行為や本件不法行為のような違法行
為に出ることを予見することができたような
事情はうかがわれないから、Ｙがａ社への入
社を辞退した後に、ａ社が宅地建物取引業法
の規定に従い新たに専任の宅地建物取引士を
置くことを期待して、特段の行動に出なかっ
たとしても、これをもって、ａ社によるその
後のＹ名義の使用をＹが黙示に許諾したとみ
ることもできない。

したがって、Ｙがａ社への入社を辞退した
後のａ社によるＹ名義の使用は、Ｙの勤務実
態に基づくものでも、Ｙの意思に基づく名義
貸しによるものでもなく、ａ社による一方的
な冒用であって、Ｙの責めに帰せられるもの
ではないというべきである。

なお、Ｙは、別件訴訟の訴状の送達を受け
たことにより、ａ社がＹの名義を冒用して違
法な行為を行っていることを知るに至ったと
認められるが、その後速やかに、ａ社に対し、
名義の冒用をやめるよう求めているから、そ
の後の本件不法行為におけるａ社によるＹ名
義の使用も、ａ社による一方的な冒用である
ことに変わりはない。道義的な見地からすれ
ば、Ｙにおいて、その後のａ社による同種の
不法行為を防止するために、東京都や全国宅
地建物取引業保証協会等への働きかけを行う
ことが、望まれる行動であったと解する余地
があるとしても、それをしなかったことによ
り、Ｙにａ社による本件不法行為についての
法的責任が生じるということはできない。

そうすると、Ｙが本件不法行為につき加担
者又は幇助者として共同不法行為者の責任を

負うとするＸの主張を採用することはでき
ず、Ｘの請求は理由がないというべきである。

3 　まとめ

本事例では、冒用された宅地建物取引士に
対する損害賠償請求は否認されたが、事件や
トラブルに巻き込まれないためには、消費者
保護の観点も含め、冒用されたことを知った
場合、宅地建物取引士は、更なる不法行為を
防止するための行政等への相談をする必要が
あると思われる。

なお、宅地建物取引士が、宅建業者に専任
の宅地建物取引士として名義貸しすること
は、宅地建物取引業法に違反し、行政処分の
対象となるとともに、民事上も宅建業者に不
法行為があった場合には、共同不法行為責任
を問われる可能性があることを、改めて認識
するようにしていただきたい。

（調査研究部上席調整役）
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